Psychological Contracts and Psychological Contract Violation by 相原 章
早稲国商学第382号
1999年10月
心理契約と契約違反行為に関する研究
一R＆D要員の意識調査結果による分析一
相　原　　　章
1．はじめに
　近年，雇用関係の安定的維持は極めて難しい。昨今の雇用関係は転換期を迎
えている（Robins㎝＆R㎝sseau，1994：245）。この現況を踏まえて，新しい視
座に立脚し，雇用関係の現況をみていく研究が1990年前後に多くみられるよう
になった。それが「心理契約（psycho1ogical　contracts）」である。組織構成員
と当該組織との関係を説明する心理契約は必ずしも新しい構成概念ではなく，
旧来ないし伝統的雇用契約概念に包含されていたといえる。しかしながら，近
年人材の流動化と雇用形態の多様化が主たる原因となって，米国では「新し
い」心理契約に関する研究が多くみられる。特に雇用契約成立時における相互
義務（mutm1obligati㎝s）に対する注目が高い（Robins㎝，Kmatz＆R㎝sseau，
、1994：137）。
　雇用契約の成立は，契約当事者に条件上の権利と義務を発生させる。心理契
約の成立時にも，当然ながら当事者問に義務が生じるわけであるが，必ずしも
成文化された契約が心理契約の成立を意味するわけではない。従って，場合に
よっては，当事者聞の合意（agreement）に対する解釈の相違が心理契約の違
反行為（psycholcgical　c㎝tract　violad㎝）を導いてしまう可能性も往々にして
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ある。心理契約の違反行為は，不信感および不満足感を高め，当事者問の関係
自体を解消させてしまう危険がある（Robins㎝＆R㎝sseau，1994：245－247）。
最悪の場合には，訴訟問題にまで発展するかもしれない（R㎝sseau，1995：
111；Mc1ean　parks＆Sch㎜edema㎜，1994：406）。心理契約の安定的維持および
意図的変化を促す方略は，企業活動の今後の展開にとって重要にならざるを得
ない。
　日本の経営学および人的資源管理論の分野では，心理契約の視点から組織構
成員と当該組織の関係を論じる研究はほとんどみられない。したがって，心理
契約の違反行為に関する議論はない。今後，労働者の意識変化，就業形態の多
様化，そして新しい雇用形態の移行が加速することを前提とすると，両者問の
関係は心理契約の視点から説明される必要性が高まるに違いない。そこで，本
論文では，若手R＆D要員に対する質問紙調査結果を参考にすることで探索的
事実発見を進め，米国で雇用関係の鍵概念として捉えられている心理契約，そ
の中でも心理契約の違反行為研究を検討・考察していきたい。
2．最近の心理契約概念と契約違反行為
2－1．心理契約概念の研究の動向
　心理契約は必ずしも新しい考えでもないし，概念でもない。心理契約は既に
1960年代初期の時点でLevinson，Price，Mandl＆Solley（1962），Schei皿（1965）ユ
によって言及されている（Morrison＆Robins㎝，1997：227）。Morris㎝＆
Robinson（1997：228）に拠ると，当時の心理契約の概念は，従業員と当該組織
聞に生じる取引関係上の相互義務に対する期待，として捉えられていた2。換
言すれば，心理契約は，各当事者が相手側から貢献を受容する権利と引換えに，
相手に対して義務を遂行することを意味していれ
　しかしながら，心理契約の重要性に対する認識が学界および実務界において
高まり始めたのは最近のことである（Morris㎝，1994：353）。1990隼代中期を
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境にして，従業員と組織との新しい関係に対して高い関心が寄せられている
（Morris㎝＆Robinson，1997：228）。これは，心理契約の管理のあり方が今後
の企業行動に影響を及ぼすと認識され始めたからに他ならない3。
　最近では，心理契約と関連している構成概念と明白な区別を行い，心理契約
の特質を明確にする研究が多くみられる。Morrison＆Robinson（1997）の研
究の整理に従えぱ，心理契約研究でみられる特徴とは，まず第1に雇用関係の
基礎をなす義務と権利に対する従業員の考えが必ずしも当該組織とは共有され
てなく，心理契約上の認識的，特異的な性質が再検討されてきていることであ
る。Rousseau（1995：9－13），Mc1とan　Parks＆Schmedemann（1994：405－408）は
心理契約と暗黙契約（㎞pM60皿缶36tS）4を明確に区別することで，心理契約
の概念枠組みを論じている（図1）。これまでの研究では，組織構成員と当該
組織には共有された義務・権利が成立すると仮定されてきた。だが，組織側の
要求と組織構成員の要求間の不均衡（Splind1er，1994：328－331）やパワーバラ
ンスの問題（Kissler，1994：335）の認識は，初期の研究成果，契約概念の修正
を行わなければならない状況を生起させてきたのである。
　第2の特徴は，心理契約が約束（promise）に対する認識に基づくことであ
る。公式的，手続的，客観的な法的枠組みの中で，検証可能な成文化された義
務と権利の記述だけが必ずしも心理契約を意味するわけではない。約束は，保
証（warra皿ty）と将来の目的に関する情報伝達手段（communicah㎝s　of　future
int㎝t）の2種類に区別される（Rousseau，1995：16）。前者は，将来の目的に
．関する情報伝達手段とは異なり，暖味性や不確実性に影響を受けない場合が多
い。だが，後者の意味も包含した約束概念を基礎にして心理契約を定義する場
合が多くみられる。換言すれば，義務に対する認識が将来の目的に関わる情報
を伴わない場合，それは心理契約概念の範囲外に位置付けられる（Morris㎝
＆Robinson．1997：228；Mc1ean　Parks＆Schmedemann，1994：405－408）。
　次の心理契約概念研究でみられる特徴は，契約当事者の明確化である。多く
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図1　心理契約と暗黙契約の義務／権利の領域
従業員の心理契約 暗黙契約
組織によって理解
された従業員の義
務・権利の領域
（出所）McLean　Parks＆Sch㎜ede皿am，Wh㎝P『o㎜ises　B㏄o皿e　C㎝t「a伽＝1mPhed　Cont「acts　md
　　Ha皿dbookProvisionsonJobSecurity，肋伽〃地∫㎝㈹〃皿伽g舳ムVo1－33（3），1994：407の
　　図1a，1bをもとに著者が修正．
の研究では組織側ではなく，従業員側からの視点が採用されている場合が多
い5。心理契約は従業員に保持され，従業員と当該組織に存在する義務に対す
る考え方を従業員の見地から示す（Morris㎝＆Robins㎝，1997：228；Sims，
19941375）。例えば，組織側の行為主体（organizatiom1ag㎝t）として，管理
者は従業員と当該組織聞に成立している心理契約を理解するが，実質的に彼ら
はその契約の当事者ではない（Morris㎝＆Robinso・，1997：229）。それは，心
理契約が主観的性質を備えているからに他ならない（Robinson＆Rousseau，
1994：246；Rousseau，1990：391）。しかしながら，この特徴はこれまでの研究
での視点であって，契約成立には必ず最低2人以上の当事者が参加しなければ
ならず，両者による認識が不可避である（Rousseau，1990：391）。
　最後にみられる心理契約研究の特徴は，心理契約概念の分類整理である。い
くつかの研究では，心理契約を業務契約（tra皿SaCtional　C㎝traCtS）と関係契約
（relationa1co皿tracts）に区分している6。この区分は，MacNei1（1985）の分
類方法に基づいている。業務契約は，契約期間が短期的であり，契約の経済性
を主な特徴とする。他方，関係契約は義務や権利の経済性の側面だけでなく，
忠誠心や所属組織による支援のように社会情緒的要素との交換関係に基づいて
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いる（Morris㎝＆Robinξo叫1997：229）。図2では心理契約を2分類し，い、ぐ
つかの分析視点を設けることで両契約の相違が明らかにされている。ただし，
両契約は数多くの解釈が成立する心理契約から共通項を抽出し，整理した縞果
であって，、心理契約の違続体（c㎝tractml」c㎝ti口㎜m）の両極を示しているに
過ぎない（Rousseau，1995：91；1990：390；Rousseau＆Wade－Benz㎝i，1994：466）。
　心理契約概念の類型化から，R＆D要員が当該組織と緒ぶ心理契約のタイプ
の事実発見的分析を進めることができる。R＆D要員は基本的に自己の主体性
の確保を研究活動において重要視する人的カテゴリーである（相原，1999：54）。
従って，所属組織との関係を成立させることに重きを置くよりも，研究者自身
が異味・関心が高い研究を遂行できる研究の場および職務の確保が当該組織に
対して望まれる重要な要因である。実際，R＆D要員がキャリアアップに対し
興味・関心を抱かず，積極的に研究活動だけを望むプロジェクト志向を指摘す
る実証研究結果もある（A11e皿＆Katz，1995；1989；1986；Mckim㎝，1987）。
　初期の心理契約概念にはいくつかの不明確な点がみられ，暖味である観は拭
えない。だが，それらは近年の概念化の研究で解決されつつある。義務と権利
の共有化の否定，約東を茎礎に置く心理契約の認識，契約当事者の明確化，心
図2　心理契約の2分類：業務契約と関係契約の比較
業務契約 比較視点 関係契約
経済性 個人の輿味・関心の中心 経済性，情緒
局所的、 契約対象の認識 全人格
閉鎖的，特定化 契約の時聞軸の幅 開放的，無限
明文化 契約の公式化の程度 成文化，慣習化
静的 契約の安定性の程度 動的
限定的 契約の範囲 広範囲
公然，観察可能 契約の明確度合 主観的，憤習的
（出所）R6・・…皿、P。災肋如1C卿ゆ初吻榊〃㎞し脇〃∫；とM惚伽雄沸〃脇伽伽
　　・伽㈱榊争§乱g・P皿bli・・廿p皿・・．1995：92；沖・撒p＆W劃d・恥・・m・Li巾gSt三目卿・・d
　　亘u］ml1Res01エrce　P醐ctices－How　Emp，oyee　and　Customer　Contracts　A㍗Created．〃批珊吻刑
　　盆ω㎝榊伽伽互舳棚，附33（3）、1994：螂．一
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理契約の類型化は，心理契約の構成概念をより操作可能にしている。
2－2．心理契約の違反行為の概念
　心理契約の違反行為が生じた場合，契約当事者に悪影響を及ぼすことが知ら
れている。違反行為は義務の遂行，権利付与の破棄を意味することから，この
場合の被害者は自身の認識の程度に応じて，その契約違反行為の重大性を把握
することになる。雇用関係での契約違反行為の場合，当該組織との目的ないし
目標の共有は実質的に有名無実となる（Sims，1994：375）。組織構成員が被害者
の場合，当該組織に対する信用・信頼の低下，憎悪，激怒，精神的外傷，不満
足がみられ，最悪の場合，訴訟問題にまで及ぶ（Morrison＆Robins㎝，1997：
229－231；Rousseau，1995：134；Robinson＆Rousseau，1994：247－249；McLean
Parks＆Schmedemann，1944：406〕o
　違反行為の認識の程度は，後に違続して生じる契約違反行為の誘発要因とし
て第一に重要な側面である。心理契約の違反行為は，一般的に考えられる公式
的な契約違反とは異なり，被害者の認識の程度に依存する傾向がある
（Morris㎝＆Robi皿s㎝，1997：230）。要するに，被害者が義務不履行の状況の
解釈次第によって契約違反か否かを決定する（Rousseau，1995：112）。
　契約当事者が心理契約の違反行為を認識すると，否定的反応を喚起する場合
が多い。これが心理契約違反行為を理解するのに重要な次の側面である。不快
感をもたらす心理契約違反行為は，違反行為の結果と単純に解釈されるのでは
なく，違反行為の概念に包含されるべきとの見解もある（Morris㎝＆Robin－
s㎝，1997：230）。
　Mo・・is㎝＆Robi皿son（1997）は心理契約違反行為にみられる両側面を概念
化するのに契約破棄の認識（perceived　breach）と違反行為（vio1ati㎝）を分
類，整理し，論じている。契約破棄の認識とは，当事者の認識に基づく契約遂
行の認知的評価（Co釦tiVe　aSSeSSment）である。他方，違反行為は以下のよう
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に定義されている。
・・ある状況のもとで，組織が心理契約を十分に縫持出来ていないという
考えに引き続いて生じる情緒的・感情的状況を違反行為という
　（Morrison＆Robinson．ユ997：230）。
　心理契約の違反行為とは，契約違反であり，違反行為の認識の程度よりも感
情的側面をMorris㎝＆Robins㎝（1997：229－231）は違反行為（vio1ati㎝）の
構成概念として採用している。今までの実証研究では，、心理契約の違反行為は，
組織構成員の視点に立脚し義務不履行に対する認識と定義されてきた。ただし，
契約破棄の認識では被害者の感惰的側面を包含しておらず，認知的側面に限定
されたものである。したがって，契約破棄の認識を心理契約の違反行為と同意
として捉えるのではなく，「情緒的・感情的状況」の認識を違反行為の狭義と
するのがMorris㎝＆Robinson（1997）の見解である。広義の契約違反行為は
情緒的経験であると同時に，現実の解釈プロセスにおける認知を基にして理解
されている。
2－3．契約違反の因果性
2－3－1．契約違反行為の原因とその類型
　契約違反行為は契約上の条件の不履行であるが，既述したように心理契約の
場合には契約当事者の認識の程度が基準・尺度となって，それに依存する。心
理契約は個々の当事者の主観的性格を反映するので，違反行為として認識する
か否かは個々の解釈の仕方次第である（Rousseau，1995：112）。、だが，これま
での研究から，ある違反行為が生じ，当事者に認識され，その結果の解釈次第
によっては深刻な結果を導く場合があることが実証されている（Robi皿s㎝＆
Rousse割u，1994：247）。このように，心理契約違反行為の結果に関する実証研
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究はみられるが，心理契約の違反行為の原因に関する代表的な研究は，Morri－
son＆Robinson（1997）とR㎝sseau（！995）にしかみられない。心理契約には義
務・権利に関して無数の条件が構成要因として含まれるからかもしれない
（Sims，1994：375）。また，個々の契約当事者による義務と権利に対する考え
が基礎になっているからかもしれない。
　しかしながら，違反行為自体は基本的に，不注意，契約維持の困難性，違
約・契約破棄の3形態に類型化され，各違反行為には異なる発生原因がみられ
る（R㎝sseau，1995：112）。不注意による違反行為（inadvertent　violati㎝）の
場合には，誤解が主たる原因である。契約維持が不可能な状態（disrupti㎝to
the　contract）は，契約維持の意志はあるが，状況要因（例えば，事故，災害）
が原因となり，契約の継続が無理な状況を意味する。違約・契約破棄
（r㎝eging　or　breach　of　c㎝tract）とは，当事者が窓意的に契約上の条件を拒
否することである。ここで決定的な問題は，違約・契約破棄であって，不注意
や維持不可能な状態の場合には，何らかの救済手段が用いられ，当時者間の関
係は深刻な問題にまで発展する場合は少ない。被害者が契約に対する全ての不
服を違反行為と解釈しないからである（Rousseau，1995：112）。
　各々の異なる発生原因を確認したが，違反行為に共通する発生原因は，機会
主義的行動，怠慢，協同の放棄，である（R㎝sseau，1995：113）。これらが心
理契約違反行為の源泉に他ならない。機会主義的行動（opportmism）は利己
主義的な行為であり，怠慢（negligenCe）は責任感の欠如である。前者の方が
後者よりも能動的行為である。協同の放棄は（failure　to　cooperate）当事者聞
の関係に存在すべき誠実さの放棄を意味する。解決可能な状況に意図的に参加
しない行為が典型的な例である。
　心理契約の違反行為は，各契約当事者の機会主義，怠慢，協同の放棄を主た
る原■因として発生し，Rousseau（1995）によって分類された違反行為の範曝に
入る。このような違反行為の発生原因，違反行為の類型は契約当事者双方を考
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慮した結果，導出されたものに他ならない。現象面を分類・整理する理論的概
念としては有効である。だが，多くの場合，心理契約の破棄を認識する比重が
高い方は組織構成員である。従って，以下では，効率的な人的資源管理を展開
するために，そのシステムに存在し得る違反行為の原因を概観してみたい（図
3）。
　人的資源管理システムには，心理契約の違反行為と認識させるような原因が
多々みられる。実際，違反行為か否かの決定は個々人の認識基準に依存するが，
R＆D要員に違反行為を認識させないためには，キャリア開発との関違で作業
環境と組織風土が技術者の労働価値とキャリア・二一ズに適合するように構築
されなければならない（Sellers，1985：954）。要するに，R＆D要員に心理契約
の違反行為を認識させないためには，研究環境システムのハードおよびソフト
図3　人的資源管理システムで共通する契約違反の原因（注1〕
原因 心理契約の違反行為
システム
報酬 ・報酬基準の変化・年功制による報酬，低い職務安牟栓
諸手当 ・適用範囲の変化
キャリア・パス
・あるマネジャーへの決定権の集中・特定の目的との矛眉
業績評価 ・無計画性フイードバックされる情報の欠如
訓練 ・職務と関連のないスキルの学習
文書化 ・実際の実務と文書化された手続との矛盾
（幽所）Roussea凹、P桝伽此威刮；C械雌f∫初α百醐伽f㎞〃〃鮒’皿泌惚W舳醐邊磁　び榊漱醐
　　　λμ確例睨棚∫，S目ge　Publicatio皿s，1995＝114の表5．2、
（注ユ）出所をもとに人的資源管理システムでみられ乏違反行為の源泉に筆者余修正している。
　　　R㎝sseau（1995：11皇〕言こ拠れば，図3の形態は共通してみられる心理契約遠反行為である。
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面の整備が必要なのである。
2－3－2．契約違反行為の結果
　心理契約の違反行為に対する反応には，あらゆる形態がみられる
（R㎝ssea汕，1995：134）。違反行為を感情的・情緒的側面を強調して定義する
場合には，失望と怒りの組合せが心理契約の違反行為である（Morrison＆
Robinson．1997：231）。その行為の認識によって，契約当事者は失望感，フラス
トレーション，心痛を経験することになる。この経験は基本的なレベルであっ
て，約束や信用・信頼の破棄を包含する心理契約の違反行為の経験は，失望感
だけでなく，裏切られた行為に対する怒りの感情を生み出す（Robins㎝＆
R㎝sseau，1994：247）。したがって，失望と怒りの混合状態が心理契約の違反
行為に対する結果である。
　組織構成員に対して心理契約の違反行為が生じると，彼らは共通してみられ
る幾つかの反応を示す。このような反応はRousseau（1995：134－138）のモデ
ルでぱ，まず2つの側面を提示する。それらは従業員の能動的一受動的反応の
側面（active－passive）と建設的一破壊的反応の側面（constructive－destmctive）で
ある（図4）。これら一連の反応は，個人的性質（persona1predisposition）と
状況要因（situational　factors）によって惹起される（Rousseau，∫舳．、：134）。
　離職（eXit）は，自発的に契約関係を満了することである。以下の条件が生
じる場合，心理契約の違反行為後に離職現象が頻繁に発生するようである。
　①　契約が業務契約である場合，
②　当該組織以外に代替的職務が見つかる場合，
③　契約関係が比較的短期間である場合，
④　離職に関する先例がある場合，
⑤　契約違反に対する救済が失敗した場合，である。
救済手段を求める主張（V01Ce）は，被害者側が違反行為後の雇用関係を正
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常に回復しよう、とする活動である。契約違反行為に対する主張は，損失の削減
と信用・信頼の回復に焦点が当てられている。従って，能動的対応の側面と建
設的反応の側面を併せ持っている⑪この主張は，以下の条件が充足される場合
にみられる。
　①肯定的関係と信用・信頼が存在する場合，
　②主張を行うチャンネルがある場合，
　③主張を行った先例がある場合，
　④契約当事者が他方の当事者に影響を及ぼせると信じている場合，である。
　沈黙状態（silence）は，無反応を意味する。沈黙状態が忠誠心（loya1ty）な
いし回避行為（avoidance）として明示されるように，沈黙状態では好ましく
ない状況に耐えるか，若しくはその状況を受容する意志が反映されている。
従って，沈黙状態は，悲観的か楽観的かによって回避行為または忠誠心を反映
した結果を導くことになる。この状態は，以下の条件がみられる場合に存在す
る。
　①主張用チャンネルがなく，違反行為に対する不平・不満ないし情報伝達
　　　するための確立した方法がない場合，
　②代替的機会が存在しない場合，である。
　怠慢行為（neg1㏄t）は受動的な怠慢行為ないし能動的破壊手段を伴っており，
複雑な反応形態である。相手側の契約当事者に不利益をもたらす行為である。
結果として当事者聞関係は悪化する。破壊行為（destructi㎝）は，怠慢行為よ
りも能動的であり，非生産的行動が典型例である。これらの行為は，以下の条
件が充足されると生じる恐れがある。
　①コンフリクト，不信，そして契約違反行為の先例がある場合，
　②主張用チャンネルがない場合，
　③他の者が怠慢行為ないし破壊行為を行っている場合，である。
　実際の契約違反行為に対する反応は，被害者の認識尺度に依存し，あらゆる
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形態を示す。図4の違反行為に対する反応は，違反行為の認識後，組織構成員
に共通してみられる対応パターンである。だが，実際，行動に移してはいない
が，意識水準において離職ないし転職意識をもつ予備群は実在するはずである。
機会があれば，新規の所属先に異動したいと考える者達である。特にR＆D要
員の場合には顕著である。彼らには，外部労働市場で評価されるだけの専門能
力，技術力，スキル等を具備しているからである。違反行為を認識すれば，異
動欲求が更に高まるに違いない。
図4　違反行為に対する反応
能動的反応
受動的反応
建設的反応
主張
忠誠心／沈黙状態
破壊的反応
怠慢行為／破壊行為
離職（注1〕
（出所）R㎝sseau，P桝肋此幽〃C榊伽応舳α互酬肋肋鵬一び〃舳肋〃惚肋｛砿舳〃　吻〃倣舳
　　λ酬舳姑，Sage　Publications，1995：ユ35の図5．2．
（注ユ〕離職は，組織構成員の見地からみた場合に用いられたものであって，組織的視点を加味した
　　解釈ではない。
3．研究方法と目的
3－1．調査概要7
・調査対象者8：民問企業の研究・開発部門にて勤務する40歳未満の常勤研究
　者（162名：有効回答者数）。
・サンプリング方法：R＆D要員のサンプリング方法は，会社職員録（ダイヤ
　モンド社版）から研究開発部門を持つ企業を選出し，抽出作業を行っている。
・調査方法：企業側に一括送付という形をとり，研究機関が研究員名簿によっ
　て無作為抽出を行レ㍉各自投函という方法を採用している。
・調査期間：1995年11月21日から1995年12月13日まで。
・質間紙の構成：デモグラフイクな情報を尋ねる項目以外に，研究職および研
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究者としての意識および研究動機に関する質聞（11項目），研究活動活性化
条件に関する質問（12項目），現況の研究活動満足度，そして今後の進路
　（転職・離職について）についての質問項目を設定している。
・調査対象者の回収サンプルについて：本研究での使用サンプルの有効回答率
は，48．65％である（333名に轟送）。なお，調査対象者の概要は表1のとお
りである。
・分析上の問題点：本研究で分析に使用される質問項目は，R＆D要員の心理
契約を測定するために開発されたものではない。だが，当該企業に対する欲
求を尋ねる項目，研究意識ならびに動機を尋ねる質問項目等は，心理契約を
構成する諸要因をある程度は反映するものであり，心理契約の側画からデー
タの解釈が可能である。
表1　調査対象者のプロフィール
調査対象者数 162名
平均隼齢（SD） 33．54歳（3．83）
年代別構成
2里歳一29歳 27名（16．66％）
30歳一34歳 61名（37，65％）
35歳一39歳 74名（45．68％）
最終学歴別構成
学部率業 44名（27．16％）
修士課程修了 90名（55．56％）
博士課程修了 28名（17，28％）
3－2．研究目的
　本研究の目的は，まずR＆D要員が当該企業と成立させる心理契約のタイプ
に関する事実発見を進めることである。次に，研究環境条件に対する欲求を違
反行為認識の一原因として捉えることで，研究活動満足度との関遵性を考察す
る。最後は，違反契約に対する反応の一つとして，離職意識についてみていく。
なお，全ての分析データは従業員の視点，R＆D要員の意識に基づくものであ
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3－3．分析方法
　まず企業内研究員の研究職に対する意識結果をもとに，主成分分析法（共通
性1）による変数の要約・減数化を行い，この人的カテゴリーの研究意識にみ
られる特徴を検討する。次は，R＆D要員にとって「望ましい」研究環境に対
する欲求（研究活動活性化のための条件）を契約破棄ないレ亡・理契約の違反行
為の原因として提え，まず始めに主成分分析法（共通性1）によって変数の整
理を行い，その後に研究活動満足度との関違性を重回帰分析によって明らかに
す乱最後の分析では，企業内研究員の所属意識に関する項目（2項選択）を
従属変数，各研究動機と研究活動満足度を独立変数に設定し，ロジスティク回
帰分析を行い，目的変数に対する関連性を検討する。
3－4．結果
3－4一ユ．研究動機に関する変数の要約
　研究動機を尋ねた質問項目（3件法）は，11項目である。その項目に対する
回答をもとにして，ユ1×11の相関行列を算出し，因子分析による変数の要約・
減数化を行っれ主成分分析（共通性1）により因子の抽出を行い，因子構造
の単純化のためにバリマックス法を用いて因子軸を回転させ，固有値1以上と
いう墓準を設定した結果，5因子が抽出された。各因子ごとに0．50以上の因子
負荷量を持つ項目を選択して各因子を構成する項目とした（表2）。
　因子分析によって研究動機を尋ねる質問項目から計5つの因子9が抽出され
た。「基礎研究動機（因子I）」，「受動的研究動機（因子I）」，「地位の獲得
（因子皿）」，「關発研究動機（因子1V）」，「経済的理由（因子V）」は研究動機
の各次元を構成する因子である。
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表2．研究動機の項目の要約結果
因子抽出法：主成分分析　回転法：バリマックス法
変　数名 因子I 因子I 因子m 因子1v 因子V
Q13－2：新たな知識の創造 0．761一〇．017 O．065 0．184 0．145
Q13－1：研究それ自体への関心 0，617’ 一0．212 0．394 O．O04 O．016
Q13－1O：親類が研究者 0I59010．265一〇、256一0．146一〇．178
Q工3－11：大学の先生による薦め 一0．080 0，771一 一〇．006 O．113 0．027
Q13－12：主体的白由の確保 0．094 0，544■ O，432一〇．060 O．217
Q13－9：立派な研究者による触発0．512 O．535 O．031一〇．018一0．013
Q13－7：社会的地位の獲得 0，007 O．126 0，739■ 一0．044 O．135
Q13－8：ノーベル賞等への関心 0．080一0．039 O．608■ 0．161一0．465
Q13－3：実用化可能な技術開発の興味一0．085一0．086 一0．105 O．826一 O．184
Q13－4：研究による社会貢献 0，243 0．273 O．182 0．7391 一〇．211
Q13－6：経済的理由 0．058 O，084 O．086 0．074 O．835■
固有値（説明分散） 1．661 1．399 1．381 1．334 1．111
寄与率 15，10ユ 12．721 12，55612．12510．099
累積寄与率 15．10127．82240．37752．50362．602
匝係数 0．453 0．444 0．529 0．475 N／A
3－4－2．研究環境条件に対する意識の分析結果
3－4－2－1．研究活動活憧化条件の要約結果
　研究活動活性化条件を尋ねた質問項目（3件法）は，12項目であ乱先の研
究意識・動機変数で用いた分析と同様の手法を採用して項目の要約・減数化を
行った。まず，12X12の相関行列を算出した後，主成分分析（共通性1）によ
り因子の抽出を行い，因子構造の単純化のためにバリマックス法を用いて因子
軸を回転させ，固有値1以上という基準を設定した結果，4因子が抽出された。
ここでも各因子ごとに0．50以上の因子負荷量を持つ項目を選択して各因子を構
成する項目としている（表3）。
　因子分析によって研究活動の活性化を尋ねる質問項目から計4つの因子が抽
出された、暫定的に各因子のネーミングは「研究設備の整備（因子I）」，「交
流機会の増加（因子皿）」，「主体性の確保（因子皿）」，「職場内関係（因子
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表3　研究活動活性化条件の要絢結果
因子抽出法：主成分分析　回転法：バリマックス法
変　数　名 因子工 因子皿 因子皿 因子w
Q工9－7：研究設備の整備 O．777一 0．112 0．147 一0．055
Q19－6：研究情報の改善 0，693一 0．254 一0．181 一〇．013
Q19－8：研究室の拡大 0，645一 一〇．071 0．324 0．020
Q19－3：研究交流機会の増加（海外） 0．19ユ 0，739一 0．112 一0．034
Q19－2：研究交流機会の増加（国内） O．420 0，720一 一0．026 0．154
Q19－1：研究発表機会の増加 一〇．146 O．699一 O．253 0．014
Q工9－5：業績の正当な評価 0．094 0．074 0，803一 0．012
Q19－4：研究テーマ選定の自由化 0．028 0．270 0，698一 0．211
Q19－9：研究費の増加 0．447 0．070 0，503’ 0．140
Q19一ユ2：研究指導の充実 0．085 0．062 一0．003 0，757一
Q工9一ユ3：研究上の人閻関係の改善 一0．010 O，034 0．068 0，707■
Q19－11：雑用の軽減（研究以外） 一0．069 一0．025 0．159 0，686一
園有値（説明分散） 1．956 1，725 1．651 1．636
寄与率 ユ6．301 1五．372 13．762 13．636
累積寄与率 16．301 30．673 44．435 58．071
伍係数 0．609 0．598 0．594 0，546
IV）」とする。因子Iから因子Vは研究活動の活性化に必要な条件の各次元を
構成する因子である。
3＋2－2．研究活動満足度に対する関違性分析緒果
　因子分析によって抽出された全因子を説明変数に設定し，研究活動満足度
（目的変数）に対するバックワード・セレクション方式のステップワイズ回帰
分析を行った結果が表4である。この緒果から，交流機会の増加（β：．157，
p＜．05）は活動満足に対して有意な影響力を有することが伺える。なお，主
体性の確保（β＝．142，p＜．10）にも有意傾向が認められた。
　交流機会の増加やR＆D要員の主体性の確保が認められる場合，研究活動満
足度は高まるようである。換言すれば，研究活動活性化のための諸条件が充足
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表4　研究活動活性化条件と研究活動満足度との関連性分析籍果
モデル
ステッブ1因子I
　　　　因子皿
　　　　因子皿
　　　　因子1V
　　　　因子皿
　　　　因子皿
　　　　因子1V
　　　　因子皿
　　　　因子w
標準化係数
　t値　　P値　　R
　－0，026　　口．s．　　O，229
　2．019　0，045＊
　1．826　　0，070†
　1，135　　　皿．s．
　2．026　　0，044ホ
　1．832　　0，069†
　1，139　　　皿．s．
　2．024　　0，045ホ
　1．830　　0，069†
　R望
O．053
R里’　F値　　P値
0．028　　2．175　　0，074†
（注1）‡はp〈0．05，†はp〈0，1を表す。
（注2）決定係数の検定結果では，モデルエでも有意傾向がみられるが，ここではモデル3について
　　諭じている。
されない場合には，研究活動満足度は低下する可能性が高い。
3－4－3．ロジステイク回帰分析の結果
　研究活動満足度，研究意識・動機を構成する幾つかの因子を独立変数（数量
データ）に設定し，所属意識（2項選択）との関連性を確かめるためにロジス
ティク回帰分析を採用した。その結果が表5である。
　表5の分析結果から，関違性はやや弱いが，研究活動満足度（β＝．277，
p＜0・1）と基礎研究志向を示す因子I（β＝・329，p〈0」）には所属意識と正
の関違があることが認められた。すなわち，研究活動満足度の高低は，所属意
識に影響を及ぼす傾向があることを意味する。その満足度が低ければ，離職意
識が高まるのである。また，基礎研究志向も所属意識に影響を及ほす傾向がみ
られた。研究欲求の一次元を構成する基礎研究志向は，それが充足される限り
において所属意識も正の関係を保つことを意味する。
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表5　所属意識に関運する諸要因分析結果
説明変数 β S．E． Wa1d統計量有意確率 偏相関係数 E・p（B）
脇活鱗駿 0，277† 0．155 3．工71 0．075 O．076 1．319
因子I 0，329† 0．185 3．172 0，075 O．076 ユ．390
因子㎜ 一0．063 0．173 0．131 皿、S． O．000 0．939
因子w 一0．005 0．180 0．001 n．S． 0．OOO 0．995
因子V O．315 0．240 1．731 n．S． 0．OOO 1．371
モデルの検定鮭2〕：定数項のみの対数尤度一説明変数を含む対数尤度；　　　　201，819－191，92519，894γ至（。〕＝9，894，P＝．078†
Hos皿er　and　Lemeshowの適合度検定1注3）；γ2㈱＝4，394，p＝．820
（注1）†はp＜O．ユを表す。
（注2）H皿：本分析におけるロジステイク回帰式は予測に役立たない。
（注3）H埴：ロジステイク回帰モデルは適合している。
4．考察
4－1，R＆D要員の心理契約のタイプ
　R＆D要員が当該組織と成立させる心理契約のタイプを考察するために研究
動機・意識項目の要約・減数化を行った結果，基礎研究動機（因子I），受動
的研究動機（因子n），地位の獲得（因子㎜），開発研究動機（因子1V），経済
的理由（因子V）が抽出された。研究動機・意識の次元を構成する因子は部分
的ではあるが，心理契約のタイプを検討・考察するのに有効である。
　Rousseau（1995：1990）やRousseau＆Wade－Benzoni（1994）が心理契約を
2分類（図2）する場合，幾つかの比較視点を設定しているが，「個人の興
味・関心の中心」，「契約対象の認識」の比較視点を取り上げてみると，R＆D
要員には経済的理由以外に基礎研究動機および開発研究動機を示す因子がみら
れた。この場合，職務に対する興味関心はみられるが，全人格を当該組織に同一
化させようとする意識はみられない。要するに，R＆D要員が当該組織と成立
させる心理契約は，「純粋な」関係契約，対人関係を重視する契約ではない。
Anen＆Katz（1995；1989；1986）やMckimon（1987）の研究でもプロジェク
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ト志向を重視する傾向が強いことが実証されている。これは当該企業に同一化
する行動様式というよりも研究職務への一体化が重要であることを指摘する実
証研究の成果であり，R＆D要員に顕著な行動特性を投影した緒果である。
　関係契約の成立がみられないからといって，R＆D要員が当該組織と結ぶ心
理契約が業務契約であるとも隈らない。R㎝sseau（1995：91－92）は，業務契約
を成立させる組織と組織構成員の典型的タイプとして人材派遣企業と派遣社員
を挙げている。R＆D要員は当然ながら派遣労働者とは異なる人的カテゴリー
である。
　R＆D要員が当該組織と成立させている心理契約のタイプが純粋な関係契約
でも業務契約でもないとすると，どのようなタイプの心理契約を締緒している
のだろうか。この場合，心理契絢に対する当該組織とR＆D要員の認識の相違
が存在する点と心理契約のタイプが契約の違続体の両極に位置付けられている
点に再度着目する必要がある。従って，R＆D要員の心理契約のタイプは比較
視点によって関係契約にも業務契約にも成り得る。・研究動機・意識項目の要約
結果から，純粋な関係契約の不成立が局所的に明らかにされたが，純粋な業務
契約も成立していないことが発見されたといえる。これは個人的な視点が基礎
になっているからに他ならない。
4－2．研究環境条件と研究活動満足度
　研究環境の整備は尽＆D、要員が研究活動を展開するのに重要な外発的動機づ
け条件である。」こり場合ρ環境条件ζ但，必ずし奉物理的環境面g肇備を意味
するハ∵ドな側面だけではなく，．R＆D要員に対レて研究上自由裁量を認める
諸施策，制度的なソフトの面も意味する。環境条件が重要である根拠は，研究
環境管理のあり方によって心理契約の違反行為が認識され，、彼らの意識，行動
に何らかの影響を及ぼす可能性がみられ，人的資源管理上の重要なイシューに
なり得るからである。
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　さて，研究活動活性化の条件を尋ねた質問項目を整理した結果，以下の4つ
の因子に要約・減数化することができた。「研究設備の整備（因子I）」，「交流
機会の増加（因子I）」，「主体性の確保（因子m）」，「職場内関係（因子1V）」
である。各因子はR＆D要員が研究活動の活性化に必要であると考える条件を
代表する。従って，各条件が人的資源管理上の諸施策，制度に反映されない場
合には，R＆D要員の当該組織との関係に対する認識に乖離が生じ，心理契約
の違反行為の認識活動を誘発し得る。
　感情的・情緒的側面に影響を及ぼす心理契約の違反行為は，R＆D要員の研
究活動満足度に負の影響力を齎すことは当然である。Robi皿son＆Rousseau
（1994）の研究では，組織側による心理契約の違反行為は職務満足，組織満足
と負の相関関係がある，との仮説を立て，実際に負の相関関係（r＝一．76，
p〈．01；r＝一．46，p＜．01）があることを実証している。要約・減数化された
因子の中で特に研究活動満足度と関連を有し，影響を与える条件は，交流機会
の増加（β＝・157，p＜・05）と主体性の確保（β二．142，p〈．10）であった
（表3）。本分析では，環境整備の欲求を心理契約の違反行為の原因とし，違
反行為の認識を媒介変数と仮定して，研究満足度に及ぼす影響力分析をした結
果，組織側にとって特に研究環境のソフト面の整備が急務であることが事実発
見できたといえる。
　交流機会の増加，主体性確保の条件ともに研究環境のソフト面を強調する条
件である。準拠集団との関係を要求する条件，自主性を重視する条件は，研究
活動の満足度を高めると同時に，心理契約の違反行為の認識を低減させるうえ
で影響力がある。従って，R＆D要員の人的資源管理システムを構築するうえ
で看過できない点であり，以上の条件を加味した諸施策を立て，制度化してい
く姿勢が組織側に求められているに他ならない。
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4－3．所属意識に対する影響力
　契約違反行為認識後の従業員の行動パターンは，Rousseau（1995）のモデル
に従えば，①当該組織への訴え，②忠誠心，沈黙状態の保持，③怠慢行為，④
離職行為，が共通してみられる対応である（図5）。本研究では，④の離職行
為を取り上げて分析を行ったが，実際に離職したR＆D要員を対象とせず，現
職中の彼らに将来の所属意識の有無を尋ねた結果を分析対象に設定した。
　違反行為の認識結果として，研究活動満足度が低下すれば，当該組織に対す
る帰属欲求も違動して低下するはずである。だが，他のホワイト・カラーとは
異なり，R＆D要員にみられる特有の当該組織と職務に対する考え方も帰属意
識に影響するだろう。これらの条件を説明変数に設定し，所属意識の有無を目
的変数にして分析した結果，研究活動満足度（β：．227，p＜．10）および基礎
研究動機（β＝．329，p＜。10）が，所属意識と正の関連性の傾向が認められた。
Robinson＆Rousseau（1994）の研究では，違反行為を説明変数，所属意志を
目的変数に設定し，心理契約の違反行為は所属意識と負の相関がある，と仮説
を立てて，回帰分析を行った繕果，負の関係（β＝一．41，p＜．01）が認めら
れている。
　本分析では，契約違反行為自体の尺度を設定していないため，研究活動満足
度の程度を心理契約の違反行為の認識結果と仮定して分析を行ったが，所属意
識ないし離職意識と関連する傾向が認められたことは特筆に値する。他の条件
を一定にして考えると，研究活動満足度が高ければ，将来の所属意識も高いの
である。
　なお，基礎研究動機と所属意識との関連傾向についても研究活動を展關出来
る場をR＆D要員が重要視していることが伺える。これは，研究環境が彼らの
活動に果たす重要性を改めて認識させる結果として解釈できる。
　心理契約の違反行為の緒果，R＆D要員の所属意欲は低下する。当然ながら，
個々人の認識の程度に依存するが，離職意識を高める傾向は強い。実際，違反
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　299
　162　　　　　　　　　　　早稲田商学第382号
行為の認識結果としてみられる行動パターンは当該組織に訴える行動に出る者，
怠慢行為，沈黙を続ける者のように異なる。たが，研究活動満足の程度によっ
て所属組織に対する意識に変化がみられるという事実発見は，R＆D要員が
「基幹（core）」人材であることを前提とすると，企業側にとって大きな痛手
と成り得る問題であるし，離職意識を有する予備軍を抱えていては企業のパ
フォーマンスに負の影響がみられるかもしれない。
5．緒論と課題
　本研究では，心理契約，その中でも心理契約の違反行為に関する最近の研究
状況を整理し，代表的な研究枠組みの中で，若手R＆D要員の意識調査緒果を
基に幾つかの探索的事実発見の研究を進めてきた。R＆D要員が当該組織と成
立させる心理契約のタイプの検討，違反行為を誘発する諸要因の発見，違反行
為の認識結果と感情や行動意欲との関遵性について実証研究を行った。
　部分的説明であるが，当該組織と成立させる心理契約のタイプは組織との関
係，対人関係を重視する，必ずしも純粋な関係契約ではなく，業務契約でもな
かった。この結果は心理契約の成立度合が個々人の認識程度に依存することか
ら再調査を要する。次に，研究環境の整備に対する意識を心理契約の違反行為
と認識される原因として捉え，研究活動満足度との関連性を分析した結果，両
者に正の関連性が認められた。最後の分析では，違反行為認識後の行動パター
ンの一つとして，将来の所属意識と研究活動満足度，研究意識・動機との関連
性分析を行った結果，正の関連傾向が認められた。この一連の事実発見は，
R＆D要員の人的資源管理システムの構築にとって重要な結果として提えられ
るべきである。
　実際，心理契約の視点から，この人的カテゴリーを分析対象とした研究はみ
られないのが現状である。従って，他の人的カテゴリーを分析対象とした米国
での実証研究の成果と類似した分析緒果を得られたことは，心理契約論が最近
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の米国における雇用関係を説明する新しい理論というだけではなく，日本にお
ける企業とその構成員との関係をも説明できる理論であると帰緒を得ることが
出来たのではないか。
　だが，今回分析に使用された質問項目はR＆D要員の研究活動に対する意識
調査結果が主であって，所属組織に対する意識調査項目は限定的である。なお，
今までの実証研究で採用されている質問項目を使用出来なかった点は再考すべ
きであり，今後の課題としたい。Robinson＆Rousseau（1994），Robins㎝，
Kraatz＆Rousseau（1994），R㎝sseau（1990）等が開発した尺度を修正しなが
ら，遣跡調査ないし再調査を行い，対象者の行動様式を分析する必要がある。
また，調査対象者の意識変化を考慮し，時間軸を加味した比較的長期聞の分析
も進めなければならないだろう。
　以上の結論と課題を踏まえて，今後の雇用関係と心理契約研究の展開につい
て考えてみたい。従来とは異なる視点から雇用関係を分析する代表的な視座が
心理契約である。安定的な雇用関係の維持は内外の環境変化に伴い困難になっ
てきており，企業の競争優位を構築するコアの人材の雇用以外は，コンティン
ジェントな雇用（COnti㎎㎝t　emp1oyment）を採用する傾向がみられる（二神，
1998：23）。「終身雇用」ないし「長期雇用」の概念で説明されてきたこれまで
の雇用関係は，人材開発（human　res㎝rce　developm㎝t）投資が行われるコア
の人材の雇用と正規従業員以外の労働者と雇用関係を成立させるコンティン
ジェントな雇用の両方向性を包含する形態に移行しつつある（二神，1肱）。
　時代の要請を受け，近年の雇用の有り様を踏まえて，新しい心理契約の研究
はこれまで以上に重要性が認識されるに違いない。組織構成員と組織の両視点
から両者間関係を説明するのが心理契約論である。心理契約の分析視点，理論
的説明力は，有効な人的資源管理システムの設計，戦洛とリンクさせた企業活
動の展開，そして今後の雇用関係のあり方を変えていくに違いない。心理契約
論の知見を踏まえ，今後，企業側は従業員に高度な要求を提示するには，彼ら
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の心理契約を理解することも肝要である。現状維持の状態では，心理契約の違
反行為を認識させる原因を増加させるだけかもしれない。
ユSohein（1980：22）に従えぱ，組織レペルにおいて，心理契約概念を初期に論じ始めたのは，
A卿ris（1960），Levinso口（1962）であるという。また，March＆Simon（1958）による「誘因一
貢献（ind皿oe皿㎝七contributi㎝）」モデルには暗黙的に心理契約の考えが包含されているという。
2Sohei皿（1980：22）による心理契約の概念定義は，「組織全構成員と当該組織のマネジャー等聞
において常に存在する記述されていない両者からの期待」である価
3学界では1960年代に心理契約の重要性を指摘する研究が既に幾つかみられ，心理契約が組織内
の行動の強力な決定要因（Schein，1980124）であることが主張されていた。近年みられる心理契
約研究に対する関心の高揚は，1980年代以降の組織再編成，リストラクチャリング，ダウンサイ
ジング，等の組織機構の変革，すなわち実務界による認識の増加が主たる原因となっている
　（Kissler，ユ994：335；Si叫1994：374：Ulrich，1994：322；Wi1helm，1994：323）。
4　暗黙契約（i皿p1ied　contmcts）は，「契約に関与しない人々が契約の条件，それの承認，そして
その相互関係を注視することに特徴がみられる」（R㎝sseau，1995：9）ものである。当事者間の交
互作用のパターン，第三者にとって観察可能かつ確証可能な交換サイクルから暗黙契約は生じる
　（Mclean　Parks＆Schmedemann，199皇：406）。
5Roussea皿（ユ990），Robi皿s㎝，Kraa屹＆Rousse釦（1994），Robins㎝＆Rousseau（1994）の研究
では，従業員の視点から心理契約に関する実証を行っている。
6例えば，Rousseau，1995191－93；Rousseau＆Wade－Ben空㎝i，1994：466－468；Robi皿son，Kraat2＆
Rousse汕，1994：138－139；R㎝ssea皿，1990：390－392の研究では心理契約の類型化がみられる。なお，
Rousseau（1995），R㎝sse汕＆Wa加Be皿z㎝i（1994）は，心理契約の2×2モデルについて説明
しているが，本稿では論じないことを断っておきたい。
7本研究で使用するデータは，日本学術会議による調査が基になっていることを断っておきたい。
薯者は個票まで遡って，データの分析をすることが許可されている。
8本研究の調査対象者であるR＆D要員の概念定義は，総務庁統計局の統計概念定義に準じてい
る総務庁統計局丁科学技術研究調査報剖を参照されたい。
9抽出された因子のネーミングは，暫定的であることを断っておきたい。本分析の目的は，あく
までも項目変数の要約・減数化である。
【参考文猷】
　L　Anen，T＆Kats，R、（1986〕一The　Du割1Ladder1Motivatioml　Solutio日or　Mamgerial　De1皿sio皿？
　R盈D〃皿伽g芭舳，16，　185－197．
　2－　Al1en，T＆Kats，R■1989〕，Mana貞ng　EIlgineers　al1d　Scient1sts＝Some　New　Perspoctiv里．正n＝
　Ev犯s，P、，Do尼，Yv髄＆La咀re皿t．AI1d肥（Ed乱〕、〃刎㎜”亙ω‘㎜κ2〃皿伽厚舳サ初1”呂舳f㎞岨1刷榊甘．
　（pp191一ユ99），MacmiH邑n　Press　LTD．
3．A11en，T、＆Kats，R．｛1995）The　ProjecむOrieIlted　Engineerl　A　Dile皿皿a　ior　Hu皿a皿Resomce　Man・
　ag邊皿陀口t－R捌）〃“㎜厚倒舳珊ら25，　129－1401
　4－　Kiss1er．G酊y　D　（1994〕．The　New　E皿p1oyment　Contmots．∬刎棚吻伽肋3ω眈荏〃皿伽g舳，33，
　335－352．
302
“　　唖前仏　　し　㎞占＾　専　『仁地　1＾　同8⊥　¶　　血｛’』■柱夫珊｝　」　犬巾コ足火1』　絢一』．珂　　，　　O〃1九 工65
5．　McKimon，P．（1987〕．Ste盆dy－St且te　People：A　Third　Career　Orientation．亙側ω叱あ〃b吻g舳広
　ユ5．　26－32．
6．McLean　Parks，J皿di＆Schmede皿am，Deborah　A．｛1994〕．Wh㎝Pro皿ises　Beco㎜e　Contracts1
　1皿p1ied　Contracts　and　Handbook　Pro苛isions　on　Job　Sec1］rity．思刎㎜迎蜆R郷o”κ芭〃血蜆αg㈹二33，
　403－423．
ア．　Moπison，David　E．（1994〕．Psychologica1Co口tracts　and　Clla皿解．H側榊〃亙ω舳伽舳閉g舳刎あ
　33，　353－372．
8，Morris㎝．Elizabeth　Wolfe＆Robinson，Sandra　L、（1997〕、Wh邊n　Emp－oyees　Fed　Bet岬ed＝A
　Model　of　How　Psychological　Contraot　Violation　Develops、ル幽物oヅ〃π吻g舳’R㎞，22，
　226－256．
9．　Robinso皿、S柵dra　L．，Kraa屹，Mat曲ew　S．＆R01］sseau，Denise　M．（1994）．Chmging　Obligations
　and㎞ePs｝cholo歯calC⑪皿tmct：ALongitudimlStl］dy．λε励榊ψMω吻幽㈱∫oo一榊ω，37，
　137－152．
ユO．　Robmson，SaI1dra　L．＆Rousseau，Denise　M．｛1994〕．Violating　the　Psychologica1Co皿tract：110t
　the　exoeptl011but　the　norm．∫伽仰刎ψ0r互醐鵬〃㎞1勘肋伽．15，2皇5－259．
11．　Rousseau，Denise　M．｛1990）．New　Hire　Perceptions　of　Tlleir　Ow皿and　Their　Employer’s　Obliga－
　tions：A　St咀dy　of　Psycho，ogical　Co皿tracts．∫o皿〃吻ヨψ0ゴ埋囮閉｛互〃㎞！8僅伽伽．1ユ。389－40C．
12．　Ro皿sseau，Denise　M．（1995）．Ps災肋あ互㏄ωC㎝一柳㏄お伽0惚也伽刎i㎞一Sage　Publicaaons－
13，　Roussea皿，Denise　M．＆Grd1er，Martin　M．（1994）H皿man　Resource　Practices＝Admmistratiw
　Contract　Makers．H閉伽也蜆Rωo阯伽2M〃困厚ε閉舳t．33，385－402、
ユ4．R㎝sse副皿，Denise　M．＆Wade－Ben霊㎝i，Kimberly　A．（1994）、Li皿ki皿g　Str邑te野a口d　Human　Re－
　source　Pract五ces＝How　Employee加d　Customer　Contrac偽Are　Created．〃冊㈱仇亙3∫o也肌望〃o冊一
　昭舳棚．33，463－490．
15．　　Schein，Edger　H．｛1980〕．0ヶgo”伽刮f㎞’P∫ツ‘伽如鮒3rd　edition・Prentlce　HalL
16，Semers，J．L．（1985）．Scie皿tists柵d　E㎎ineer　Development一王n＝Traoy，W－R一（EdJ．肋㎜他
　地3伽㈹垂〃醐o禦伽豊〃Hα〃凸oo昆．（pp．952－967〕AMACOM．
ユ7，　Si㎜s，Rona1d．（1994〕．Human　R巴sour㏄Mamgement’s　Rok　in　Clariiyi㎎the　New　Psychological
　COntr誼ct．”刎閉佃刑丘｛5例〃o昌ル吃捌螂互昭伽昭〃、33，373－382一
ユ8．Spi皿dler，George　S一（1994〕．Psychologi㎝l　C㎝tracts　in　the　Workp1湖一A　Lawyer’s　View．〃刎伽〃
　亜ω㎝欄〃α㎜身舳工．33，325－334，
19．Wllhe㎞，Wamn　R．（1994｝．Th但Employ皿e皿t　Cont正atts脇榊批正闘閉榊吻棚g舳棚一33，
　323－3製．
20、相原章「著手研究者と研究環境に関する研究」『日本労務学会誌」第1巻第1号，1999年，
　迅9－57頁。
21、二神恭一『これからの人酌資源管理」『学術の動向j第3巻第8号，1998隼，22－25頁。
（付記）本稿は，1999年度特定課題研究助成費（課題番号99A一ユ4？）による研究成呆の一部である。
303
